
千葉都市モノレールの

利便増進実施計画について

＜ポイント＞

①利便増進事業の概要を地域公共交通計画に位置付けること

②利便増進実施計画を策定すること

上記①及び②を法定協議会で協議調整すること

資料２
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■輸送人員の推移
※市民アンケート調査（R7年2～3月実施）より

回答数1,994票

令和６年度は、年間輸送人員が約2,000万人、一日乗車人員
が55,000 人と過去最高を記録

■市民による利用割合

通勤・通学・業務やその他私用での移動のうち5～7％、
鉄道利用のうち14～20％がモノレール利用となっている

アンケート回答者（人）

移動状況
通勤・通学・業務

での移動あり

その他私用

での移動あり

移動人数　A 1,406 1,984

　移動する方の比率 71% 99%

うち鉄道・モノレール利用人数　B 708 532

うちモノレール利用　C 101 108

　C/Aの比率 7.2% 5.4%

　C/Bの比率 14.3% 20.3%

1,994

■モノレールに対する公的支援

H29年度からR11年度までの間で、35.6億円の補助を予定
今後、車両更新や設備更新等で多額の費用が発生

モノレールの利用促進を含めた取組みの継続が求められる
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1,000 R6年１０月 水曜日の千葉駅降車人数（人）

日中時間帯に余裕がある

■輸送人員の推移

17前回（令和７年４月２５日）の振り返り

※千葉都市モノレール株式会社資料より

１．日中時間帯を有効に活用し、輸送人員の増加を目指す
２．老朽化対策を推進し、設備更新費の安定的な確保を図る

■課題
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利便増進実施計画の活用

これらの課題解決に向け、『利便増進実施計画』を活用する
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非接触型クレジットカード決済



利便増進実施計画の活用

国資料（地域公共交通計画等の作成と運用の手引き）

4

・利便増進事業は、地方公共団体が地域公共交通網の整備を図るために行う事業
であり、地方公共団体が公共交通事業者等への支援を行うことにより実施を促進
するもの

・地方公共団体は、地域公共交通計画において利便増進事業の概要を定めた上で
事業を実施しようとする者等の同意を得て当該事業の実施計画を作成し、国土交
通大臣の認定を申請することが可能

・ なお、利便増進事業は、従前の地域公共交通再編事業の内容を更に充実させた
事業であり、地域における公共交通ネットワークの再編を行う取組に加え、運
賃・ダイヤ等の見直しも含め、利用者の利便の増進に資する取組を対象としてい
る事業



① QRコード乗車券の導入 ②新たな共通乗車券の発行 ③デジタルサイネージの導入

・磁気乗車券の廃止に向けた取組
磁気乗車券用の自動改札機は、機構の複
雑さなどから、メンテナンスコストが高額

※紙詰まりの修理費用が高額
※磁気乗車券は磁気素材をコーティングした特殊な専用紙
のため、購入費、処分費が高額
購入費：約220万円／年、処分費：約5万円／年

・左記QRコードの仕組みを用い、モノ
レールの全ての駅及び市コミュニティバ
ス全線で1日乗り降り自由の共通乗車
券を新たに発行

⇒沿線商業・観光施設と連携し、輸送
人員の増加

・さらに利便性の高い情報提供体制
を構築

⇒ これまで音声に頼っていた旅客
案内を、視覚情報やAI案内機能に
より、あらゆる人にさらに分かりやす
く

１．日中時間帯を有効に活用し、輸送人員の増加を目指すための施策

共通乗車券の導入と利便性向上のためのシステム連携

【現在（磁気乗車券）】

【将来（ＱＲ乗車券）】

※画像はイメージです。
※画像はイメージです。 5

モノレールとコミバス
の連携



項目
旧型

(1000形）

新型
（0形）

製造元 三菱重工業

車体デザイン

シルバーをベースに
会社のシンボルカラー
であるブルーの
ラインカラーを
車両側面と底面に
配している

都市の空をイメージ
したブルー基調
先頭部は黒で
斜めカット

技術仕様 電動カム軸式抵抗制御
VVVFインバータ制御・回生ブレーキ採用

（旧型と比較し４４％省電力、CO2削減量64.78
［tCO2／年］）

耐用年数 ３０年、最長使用距離２００万キロを基本とする

定時性の確保、速達性の向上、快適性の確保、及び省エネ性に優れた新たな車両の導入

２．老朽化対策を推進し、設備更新費の安定的な確保を図るための施策
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２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月

地域公共交通
計画改訂
特定計画作成

機構による審査

国及び機構との調整

国
に
よ
る
審
査

地
域
公
共
交
通
部
会

特
定
計
画
位
置
付
け

R7年度 令和８年度

地
域
公
共
交
通

            

活
性
化
協
議
会

（
２
月
１
２
日
）

財政投融資 スケジュール（イメージ）

大
臣
認
定

車
両
代
金
支
払
い

融
資
実
行

車
両
納
車

国
へ
大
臣
認
定
申
請

（
計
画
提
出
）

月 主な項目 主な内容

３月 地域公共交通部会 ・地域公共交通計画への利便増進事業（概要）の位置づけ
・利便増進実施計画案の審議

４月 大臣認定申請（市→国） 市は国へ、利便増進実施計画の大臣認定を受けるために申請

６月 大臣認定（国→市） 国は、利便増進実施計画を大臣認定

１０月 融資実行（機構→モノ会社） 機構はモノ会社に融資を実行、モノ会社は車両メーカーに代金支払い
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地域公共交通計画 改定案（イメージ）
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地域公共交通計画 改定案（イメージ）
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目標 ①公共交通の持続可能性を高める 取組に関係する交通モード

施策 Ａ．より使いやすい公共交通を実現する

①施策の目的

市民や観光客等の来街者にとって、より使いやすい公共交通を実現することで、公共交通ネットワーク全体の持続可能性を高める。

②取組の内容

③主な実施エリア 市内全域

④取組の主体・役割

【No．2 訪日外国人や居住外国人を想定した多言語化の促進】

千葉市

交通事業者 •順次導入

市民・企業

その他

⑤想定スケジュール

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

【No．２ 訪日外国人や居住外国
人を想定した多言語化の促進】

【No．２ 訪日外国人や居住外国人を想定した多言語化の促進】
訪日外国人や居住外国人の増加に的確に対応し、分かりやすい案内を実現するため、取組を進める。



千葉都市モノレールは、高度経済成長期における都市交通の混雑緩和を目的に導入され
た。本市の骨格交通として、市民の生活を支えている。

参考資料：導入の経緯

① 昭和63年(1988)開業

② 平成3年(1991)開業

③ 平成7年(1995)開業

千城台

千城台北

小倉台

桜木

都賀

みつわ台

動物公園
スポーツセンター

穴川

天台

作草部

千葉公園

千葉

市役所前

千葉みなと

栄町

葭川公園

県庁前

④ 平成11年(1999)開業

10



モノレール沿線には、千葉市役所や千葉県庁、千葉市保健所等の公共施設に加え、千葉公
園や国の特別史跡に指定された日本最大級の貝塚である「加曽利貝塚縄文遺跡公園」、千
葉市動物公園などの豊富な観光・レクリエーション資源が点在している。

参考資料：沿線の状況

出典：公共交通利用促進リーフレット ～Smart ＆ Enjoy CHIBA Life（スマチバ！）を一部修正

ポートタワー
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